
皆様のお手元にCRIが届く頃には4月からの転勤・異動、或いは
転居に備え、慌しい日々を送られている方も多いかと存じます。総
務省統計局の「住民基本台帳人口移動報告」によると2025年に市
区町村間を移動したのは約519万人で、うち3月だけで約90万人
が動いています。まさに3月は日本国中「大移動」の月でもあります。
今月号は「集まって住む」「新しい暮らし方」をテーマにお届けし

ました。改めて私たちが日頃何気なく口にする「住む」と「暮らす」
という言葉の持つ意味を考えてみると、明らかにニュアンスの異
なる似て非なる言葉であることが浮かび上がります。
「住む」というのは物理的に場所を特定するもので「住む場所」を
「住所」と呼びますが、「暮らす」は「その日暮らし」という言葉が示
すように、日々どのように過ごしているか、どう時間を使うかなど、
生き方のスタイルやスタンスを表現する言葉です。今、流行りの

「丁寧な暮らし」「持たない暮らし（ミニマリスト）」などがわかり
易い事例でしょうか。
今はインターネットで何処へでも接続できる時代となり、特定の

拠点に縛られない「ノマド」や「アドレスホッパー」など、権利関係
や経済などとは違う、時間や精神の自由を得る事を目的とした暮
らし方が容易に選択できるようになりました。今までにもあった
暮らし方ではありますが、それに名前を付けることで大衆化し、広
くサービスを提供できるようになったのは、時代の要請なのか、誰
でもできるような時代になったからなのか。
多様な暮らし方の選択が可能となった今、私たちの暮らしは何
処に向かうのでしょうか。「集まって住む」の形式も意味も変化し、「住
まい」（生活を営むための箱物）もまた時代の変化と共にその概念を
変えていくのでしょうか。
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＃中古マンション　＃住宅ローン減税　＃中古マンション市場

東京23区の新築マンションの価格上昇が継続してい
る中、東日本不動産流通機構公表によると中古マンシ
ョンの成約件数は2023年に16,154戸、2024年には
16,569戸、2025年には21,912戸と過去最高の水準
となった。また2026（令和8）年度税制改正では中古
住宅の住宅ローン減税について「期間の延長10年
→13年」と「借入限度額の引き上げ3,000万→3,500
万円※1」が盛り込まれ、中古マンション購入にはプラス
要因となるであろう。今月は、今や新築マンションの成約を
はるかに超える中古マンションの動向についてみていく。

東京23区新築マンションの平均価格が1億円を突破してから久し

いが、上下をくり返しながら2024年5月以降は一貫して1億円を突

破。中古マンションも同様に2024年に5,000万円台を維持していた

が、2025年になると少しずつ値上がりし、2025年11月には8,000

万円に迫る水準となった。新築マンションと中古マンションの価格

差も2024年は1.8～2.5倍あったが、2025年になると1.8～2倍程

度と差が縮まった。

価格差を縮めながら中古マンションの成約が過去最高となる要因

としては、新築マンションの供給減少による品薄、実需層の厚い1

億円未満で購入可能であること、立地条件に優れた中古マンション

は資産価値を維持（或いは値上がり）していることなどが挙げられる。

また、現在では中古（既存）住宅への抵抗感も希薄であり、2020年

に全国宅地建物取引業協会連合会が実施したアンケートによると、

中古（既存）住宅に「抵抗感を全く感じない」および「きれいであれ

ば抵抗はない」という回答が約54％と半数以上に上るなど、価値観

の変化も要因と考えられる。さらに、今後も金利上昇が懸念される

中で、中古マンションは契約と入居のタイムラグが小さく、住宅ロー

ンの金利はほぼマンション契約時の金利が確定され資金的な目途

も立ち易いというメリットもある。

今後も中古マンションへの需要は底堅く推移するものと考えられ

るが、依然価格上昇が見込まれる中で、住宅ローン減税の拡大がど

の程度需要喚起に寄与するのか、動向を注視していきたい。

東京23区新築マンションと中古マンション価格※2推移
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出所：新築マンション価格は不動産経済研究所、中古マンション価格はアットホーム株式会社「首都圏における中古マンション」の価格動向（月次）より東京23区を引用

（万円） （倍）

※2   中古マンション価格については不動産情報サイトアットホームで消費者向けに登録・公開された中古マンションが対象

※1  長期優良住宅・低炭素住宅、ZEH 水準省エネ住宅が対象

東京23区マンション価格の現在地
 ～住宅ローン減税の拡大は中古市場拡大の追い風となるのか～


